
【ⅸ 職業家庭両立課関係】
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○ 仕事と家庭の両立支援対策の推進について

（１）改正育児・介護休業法の全面施行について（関連資料１、２参照）

男女ともに子育て等をしながら働き続けることができる環境を整備

するため、子育て期間中の働き方の見直し、父親も子育てができる働き

方の実現のための制度等を盛り込んだ改正育児・介護休業法が平成２２

年６月に施行された。また、平成２４年７月に改正法が全面施行され、

適用が猶予されていた一部の規定について、労働者数１００人以下の

事業主に対しても適用される。適用となる内容は以下のとおりである。

①短時間勤務制度

・３歳に満たない子を養育する労働者について、短時間勤務制度を

設けることを事業主の義務とする。

②所定外労働の制限

・３歳に満たない子を養育する労働者から請求があったとき、所定外

労働を免除することを事業主の義務とする。

③介護休暇

・介護のための短期の休暇制度（要介護状態の対象家族が、１人以上

であれば年５日、２人以上であれば年１０日）。

厚生労働省としては、現在、特に労働者数１００人以下規模企業にお

いて、制度が早期に導入されるよう周知徹底を行うとともに、改正法の

確実な履行確保を図っているところであり、各都道府県等におかれても

引き続き御協力をお願いしたい。

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画について

（関連資料３、４参照）

平成２３年４月１日から、改正次世代育成支援対策推進法の施行に

より、一般事業主行動計画の策定・届出、公表・周知を義務付けられる

企業が従業員数３０１人以上規模企業から１０１人以上規模企業に拡大

された。

平成２４年１月末現在で、新たに行動計画の策定・届出等が義務と

なった従業員数１０１人以上３００人以下規模企業の行動計画の届出率

は、９４．１％となっており、各都道府県・市の周知、啓発に関する

ご協力に感謝申し上げる。

次世代育成支援対策推進法においては、企業が行動計画を策定し、

その行動計画に定めた目標を達成するなどの一定の要件を満たした

場合、「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣（都道府県労働局
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長へ委任）の認定を受けることができる。「子ども・子育てビジョン」

においては、数値目標として、この子育てサポート企業数を平成２６年

度までに２，０００企業とすることとされており、厚生労働省では周知

啓発による認定促進に努めているところである。

地方自治体によっては、この子育てサポート企業に対し、入札参加

資格の加算措置を設けたり、低利の融資を実施しているところもある。

各都道府県・市におかれては、多くの事業主が次世代育成支援対策推進

法に基づく認定を目指して取組を行うよう、こうした制度の創設をご検

討いただくなど、子育てサポート企業認定制度の周知にご協力をお願い

したい。

なお、平成２３年４月１日から平成２６年３月３１日までの間に認定

を受けた企業に対しては、当該認定を受けることとなった一般事業主行

動計画の期間に新築等をした建物について、３２％の割増償却ができる

税制優遇制度が設けられているため、これについても周知へのご協力を

お願いしたい。

（３）ファミリー・サポート・センター事業について（関連資料５参照）

子育て支援交付金の施策の１つとして、児童を有する子育て中の労働

者や主婦等を会員として、児童の預かり等を会員間で行うための連絡・

調整を行う「ファミリー・サポート・センター事業」を推進しており、

平成２１年度からは病児・病後児の預かり、宿泊を伴う預かり等を行う

「病児・緊急対応強化事業」を実施している。

平成２３年度事前協議ベースで基本事業は６７０市区町村、病児・

緊急対応強化事業は１０６市区町村で実施されているところであるが、

未だ全国展開に至っていないことから、ファミリー・サポート・センタ

ー事業及び病児･緊急対応強化事業の実施について、引き続き積極的な

働きかけをお願いしたい。

また、ファミリー・サポート・センター事業における事故の発生状況

を踏まえ、

・ 事故が発生した場合は当省に報告を求めることをお願いしたこと

・ 平成２３年度より新たに、９項目２４時間を概ね満たした講習を

実施し、これを修了した会員が活動を行うことが望ましいこととした

こと

・ 昨年１０月に、講習の充実や事故事例及びヒヤリ・ハット事例の

検証を行う等より一層の事故防止対策の徹底に努めていただきたい旨

をお願いしたこと

等により、預かり中の児童の事故防止対策に取り組んでいるところで

ある。
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さらに、平成２４年度より、時間数が２４時間以上であるなどの要件

を満たした講習を実施し、講習強化分として申請のあった自治体に対し

て、子育て支援交付金の交付ポイントを加算することを予定している。

引き続き、ファミリー・サポート・センター事業の安全な事業実施に

向けてご協力及びご尽力願いたい。
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［職業家庭両立課：関連資料］
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関連資料１
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